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24) Documents and procès-verbaux of the sessions, Held from 17 tp 26 October 1922, in
Sturley, The Legislative History of the Carriage of Goods by Sea Act and the Travaux













































































































































































































































































































































































































68) Canaris, Großkommentar zum HGB, III/2, 3. Aufl. 1978. §363 Anm. 44.
69) Schnauder, Sachenrechtliche und wertpapierrechtliche Wirkungen der kaufmän-
nischen Traditionspapiere, NJW 1991, S. 1645.
修正等をすることはやむをえないところであり，この学説における概念の
修正と追加は，証券権利説における要因性概念の修正ほど著しいものでは
ない。そして，この学説には，物品証券における抗弁制限の範囲を明確に
確定しうるという利点がある。すなわち，この学説によると，物品証券は
無因証券であることから，すべての記載事項についてのほか原因契約の不
存在，無効，取消等の場合について抗弁制限が認められるが，他方，物品
証券は「類型性」を有することから，運送人は原則として運送契約に関す
る規定から生ずる抗弁を主張しうることととなる。この学説が国際船荷証
券を無因証券と解する場合における上の理論的相剋を克服するために最も
適切であると考える。
なお，国際船荷証券を無因証券と解する場合に国際海上物品運送法条
の「善意」について重過失を問題とすることは，妥当でない。
（）小括
国際船荷証券を要因証券と解する場合における理論的相剋を克服するた
めには，船荷証券を設権証券と解して抗弁制限の理論的根拠を権利外観理
論に求めることが最も適切であり，国際船荷証券を無因証券と解する場合
における理論的相剋を克服するためには，本来の無因性に属する「原因関
係たる法律関係が有する特定の Typusからの開放」を「非類型性」とし
て無因性に属さないものと解すると同時に「運送契約の法律的類型によっ
て類型化された給付が債務化されている」という物品証券自体の「類型
性」を認めることが最も適切なものといえる。
	 おわりに
物品証券の債権的効力としての文言性とその記載事項に関する抗弁制限
とは，本質的に同じものに関する異なる表現であり，互いに理論的な根拠
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ないし基礎となりうるものではない。また，物品証券を無因証券と解する
場合，それが設権証券であることは当然の前提となるが，物品証券を要因
証券と解する場合にも，これを設権証券と解する余地はある。
国際船荷証券に関しては，国際海上物品運送法の改正経緯から，その債
権的効力として国際海上物品運送法	条項の記載事項以外の任意的記載
事項を含めたすべての記載事項について運送人等の無過失債務不履行責任
を導く抗弁制限が認められると解される。他方，国際船荷証券が発行され
た場合にも，運送人は，原則として運送契約に関する規定から生ずる抗弁
を主張しうる。
国際船荷証券の債権的効力については，これを要因証券と解そうが無因
証券と解そうが，多少の理論的相剋がつきまとう。国際船荷証券を要因証
券と解する場合における理論的相剋を克服するためには，船荷証券を設権
証券と解して抗弁制限の理論的根拠を権利外観理論に求めることが最も適
切であり，国際船荷証券を無因証券と解する場合における理論的相剋を克
服するためには，本来の無因性に属する「原因関係たる法律関係が有する
特定の Typusからの開放」を「非類型性」として無因性に属さないもの
と解すると同時に「運送契約の法律的類型によって類型化された給付が債
務化されている」という物品証券自体の「類型性」を認めることが最も適
切である。
それでは，上のつの考えのいずれが妥当であろうか。上のつの考え
において結論を異にする点は，①運送契約の不存在，無効，取消等の場合
について抗弁制限を認めるか否か，②国際海上物品運送法条の「善意」
について重過失を問題とするかという点である。これらの点は，直ちに
決しがたいが，あえて結論を出すとすれば，1992年国際海上物品運送法改
正により国際船荷証券の流通証券としての性格が明確にされたことを重視
し，運送契約の不存在，無効，取消等の場合について抗弁制限を認め，国
際海上物品運送法条の「善意」について重過失を問題とせず，国際船荷
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証券を無因証券と解することが妥当といえようか。
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